
優れた環境は、観光地における最大の

地域商品の一つである。資源の保護・保

全、自然との共生、循環型地域社会の実

現など、「環境」問題への対応が地球規

模での優先課題となった今日、この問題

は観光地においては特に重要である。本

論では、消費者（旅行者）の日常的な環

境への取り組みや観光地の環境に対する

意識、観光地側での取り組みの現状等の

把握を通して、観光地における環境施策

の重要性を再認識するとともに、今後観

光地が「環境先進地」を目指し環境施策

を推進していく上でのあり方について研

究することを目的とする。

●大隅一志　堀木美告
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旅行者が非日常的な感動を求めて訪れる観光地

にとって、魅力ある「環境」の存在は必要不可欠な

要件の一つである。また、今後の全ての観光にと

っての機軸である「持続可能な観光（サステナイブ

ル・ツーリズム）」の実現は、さまざまな環境施策を

通した「環境との共生」の上に成り立つものとして

捉えることができる。

さらに今日、環境施策は、自然との共生、エネル

ギー対策、資源の保護・活用・再利用、景観など

多面的な側面から、その重要性が多くの国民に認

識されるようになり、日常的に環境に配慮したエコ

ロジカルな生活を実践しようとする人も次第に増え

つつある。したがって、今後、観光地がこのような

環境意識の高い旅行者を受け止めていくために

は、今まで以上に「環境」に対する先進的な取り組

みが必要になると考えられる。

本研究は、このような認識・視点にたって、「環境

との共生」をキーワードにした観光地への転換を図

っていくためのあり方を考察するものである。

日常生活における環境意識

『自然の保護と利用に関する世論調査』1）によると

「自然に関心がある」と回答した人は83.4％、「自然

とふれあう機会を増やしたいと思う」と回答した人

は63.7％にのぼっている。

また、『環境にやさしいライフスタイル実態調査』2）

によると、環境保全に重要な役割を担う主体とし

て「国民」がもっとも多くあげられている。97年度

調査時、02年度調査時ともに変わらず第1位であ

るが、その比率は31.1％から44.8％へと13.7ポイ

ント増となっている。一方で「国」とする回答は

28.1％から26.5％とやや減少している。

これらのデータが示すように、自然あるいは自然

環境に対する市民一般の関心はますます高まって

いる状況だということができ、かつ、環境問題とい

うグローバルなテーマを自分自身の日常生活に引

き寄せ、身近な問題として捉えている様子がうか

がえる。

『JTBF旅行者動向調査』3）より、旅行者の日常の暮

らしにおける環境問題への関心をみると、13.7％

が「大変関心がある」、63.7％が「関心がある」と回

答しており、日常的に77.4％にのぼる人が環境問

題に関心をもっている。「あまり関心はない」、「関

心はない」とする回答は合計で20.6％であった。

「大変関心がある」、「関心がある」と回答した層を

年代別にみると、さほど大きな差異はみられない。

しかし「大変関心がある」と回答した、より積極的

な関心を持っている層に限定してみると、60歳代

をピークにして年齢が高いほど回答率が高い傾向

にある。特に60～64歳の女性では29.5％、65～

69歳の男性では26.0％が「大変関心がある」とい

う結果である（図1）。

日常生活における環境に配慮した取り組み

次に、日常生活の中で実践している環境に配慮

した取り組みを尋ねた結果（複数回答）では、すで

に社会的ルールとなった「ゴミの分別・リサイクル」

（70.8％）、生活費の抑制という経済的メリットに直

結する「節水・節電」（68.4％）が圧倒的に多い。以

下に続く「環境に優しい商品の購入」（33.0％）、「買

い物袋の持参」（27.4％）、「車のアイドリングストップ」

（23.6％）等を大きく引き離している。

一人あたりの取り組みの延べ回答数を男女別に

みると、男性では2.63／人、女性では3.03／人と

なっており、女性が日常生活の中で環境を意識し

2
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図1 年齢層別にみた環境問題への関心度



て行動している（あるいは行動せざるを得ない）様

子がうかがえる。また、各取り組みが実践されて

いる比率は年齢層が上がるにつれて総じて高くな

る傾向にある。

さらにこれを日常的な環境問題への関心度との

相関からみると、「大変関心がある」層と「関心が

ある」層それぞれにおいて実践している項目が2～

8つとなったのはそれぞれ91.2％、87.2％であり、

ボリュームとしては大差ない状況である。しかし、

その内訳を見ると「大変関心がある」層では実践

している項目が2～4つのケースが58.8％、5～8つ

のケースが32.4％であるのに対し、「関心がある」

層では前者が73.2％、後者が14.0％であり、関心

の度合いが高いほど、実践している項目数も多くな

っている。

国内観光地での環境への取り組みに
対する評価

国内の観光地における環境への取り組みが日常

生活空間におけるそれと比較して進んでいるか尋

ねた結果では、「よくわからない」（42.3％）とする回

答が目立つ。「日常生活空間と同じ」とする回答が

32.2％で続き、ここまでで74.5％を占める結果とな

っている。一方、「日常生活空間より遅れている」と

する回答は17.1％、「日常生活空間より進んでいる」

とする回答は5.9％にとどまっている。これを日常

的な環境問題への関心度との相関からみると、「大

変関心がある」層では「よくわからない」とした比率

が31.4％にとどまったのに対し、「関心がある」「あ

まり関心がない」「関心がない」層ではそれぞれ

38.9％、61.9％、68.2％と上昇する。

また、観光地の環境を「大変進んでいる」、ある

いは「日常生活空間より遅れている」と回答した人

の割合は、いずれも「大変関心がある」「関心があ

る」といった日常の環境への関心の高い人ほど大

きくなる傾向がみられる。日常的に環境問題に関

心を抱いている層は、観光地における環境への取

り組みに対しても何らかの判断をすることができ、

環境への関心の高い人ほど観光地の環境を良くも

悪くも評価する傾向にあるといえよう（図2）。

以上のように、消費者（旅行者）の側では、環境

問題が日常生活の中で強く意識されており、同時

に、それらの問題意識を行動に移している状況に

ある。中でも高年齢層は意識、行動ともに進んで

いる。今後の観光地経営においては、今後さらに

増大すると考えられるこうした環境意識の高い層

の存在を十分意識していく必要があろう。

観光地を自然観光地、温泉観光地、農山漁村地

域にタイプ区分し、国内におけるこれまでの環境

施策への取り組みを代表的な事例より整理すると

表1のようになる（都市観光地は除く）。

自然観光地

自然公園地域や世界遺産登録地、ラムサール条

約登録地など、優れた自然資源や自然度の高い環

境を有する自然観光地においては、観光活動によ

る自然への人為的影響が他地域より大きく、自然資

源・環境の保護・保全による持続可能な観光利用が

不可欠である。このような自然地域では、特に交

通アクセス手段を含めた利用の適正化やトイレ対

策等が重要課題となっており、具体的な取り組み

も多い。前者は、マイカーからローインパクトな公

共交通手段への転換であり、後者では山岳部等イ

ンフラ整備の脆弱な立地条件下での自然エネルギ

ー等の活用による施設整備への取り組みである。

一方で、これらの多くの取り組みは、利用者にと

って快適性を高める直接的な要因となりにくく、相

乗効果の得にくい側面があり、スムーズに事業を

推進する上での課題となっている。

1
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図2 環境問題への関心度別にみた観光地評価



温泉観光地

温泉観光地における環境施策では、既に以前よ

りゴミの減量・省資源化の観点から、使用済み割

り箸の回収・再利用等への取り組みがいくつかの

温泉地でみられる。

今日、それ以上に温泉地の大きな課題といえる

のが、旅館等宿泊施設から出される料理の残飯

（生ゴミ）の処理である。これら宿泊施設から出る

生ゴミの量は、住宅のそれに比べてはるかに多く、

その処理負担は宿泊施設の経営を圧迫するととも

に、環境面でもマイナスとなっている。こうした中、

近年、生ゴミをリサイクルし、周辺農家等に堆肥と

して利用してもらい、さらにその食材を旅館料理等

に活用しようという取り組みもみられ始めている

が、堆肥プラントの整備コストや需要と供給のバラ

ンス、地元農家の理解など、効果的な資源循環の

ための課題が指摘されている。

農山漁村地域

農山漁村地域は、本来、自然と人間の営み（暮ら

し・生産）の場とが調和し、自然と共生した暮らし

の風景こそが、都市の人々を魅了する要素といえ

る。しかし、農林水産業を軸とする生産基盤の脆

弱化と生活スタイルの現代化にともない、農山漁村

が本来もつ生産空間としての美しい景観や暮らし

の中に息づく知恵や技なども喪失しつつあり、あ

3
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らためてこうした農山漁村がもつ本来の姿を守り

ながら活性化へと結びつける取り組みが必要にな

ってきている。

近年では、棚田などの伝統的な農村景観の保全

や転作田、休耕田を活用した「菜の花エコプロジェ

クト」（図3）等の例にみられるように、利用価値を

失いつつある農山村の生産空間等をあらためて観

光的な側面から見直し、より有効に活用しようとす

る動きが全国的に広がりつつある。

観光地における環境との関わり

魅力ある環境こそが最大の商品である観光地に

とって、優れた環境を維持あるいは創出することは、

次の時代に観光地として生き残っていくために不

可欠の取り組みである。観光面から捉えた観光地

の「環境」の意義・効果は以下のように整理できる

（図4）。

具体的には、景観（観光対象）や自然生態系など

観光地の基本的魅力に関わる存在意義から、健康、

エコツーリズム、あるいは教育・学習などへの活用

を通して観光の付加価値を高める意義、さらに省

資源・省エネルギー化など資源の効率化に資する

意義などがあげられ、「魅力的かつ持続可能な観

光の実現」と「効率のよい（経済的な）資源循環型

の観光地経営」という2つの側面において重要な

役割をもつものと捉えられる。

観光地における環境施策推進上の課題

消費者（旅行者）側の環境意識、観光地側での

観光施策への取り組みの現状をふまえると、今後

の観光地の環境施策を推進する上では、以下のよ

うな課題をあげることができる。

①観光地側の環境に対する意識改革

消費者の日常的な環境に対する意識は既にかな

り高く、環境に配慮した何らかの取り組みを実践

している人も少なくない。一方で、国内観光地の

環境への取り組みに対してはほとんど高い評価を

得られておらず、日常の環境意識の高い人ほど観

光地の環境を厳しい目で見る傾向がうかがえる。

また、インフラ整備が進んだ都市部に比べ、自然

地域や温泉地の環境整備には立ち遅れの目立つと

ころが多く、日常の生活環境の向上とともに高い環

境意識をもつ消費者にとって、今後こうした観光地

はより厳しい目で評価されてくるものと推測される。
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図4 観光地における「環境」との関わり

愛東町の菜の花畑とリサイクルシステムの拠点として建設中のエ
コステーション（写真1）／菜の花を活用した食用の「なたね油」
や廃食油を再利用した「粉石けん」等の特産品（写真2）

写真1

写真2



言い換えれば、今後の観光地には、環境施策に対

しどこまで先進的な取り組みがなされているかが、

魅力度を図る指標の一つとなりうる可能性をもって

おり、観光地側もこの点を強く認識する必要があ

る。

②付加価値、相乗効果の高い環境施策への取り組み

観光地におけるこれまでの環境施策は、生ゴミ

対策や自然エネルギーの活用例等にみられるよう

に、個別の施策や施設単位での取り組みにとどま

っているところが少なくない。多くの環境施策は、

マイナスをゼロにするといった多分にインフラ的性

格をもちコストもかかるため、必要性は認識されな

がらも容易に前進しない場合が多い。環境施策の

推進には、さらに付加価値や相乗効果を生む、い

わばマイナス、ゼロをさらにプラスに転化していくた

めの取り組みを一体的に進めていくことが必要と

考えられる。

③観光的視点を組み込んだ環境施策の推進、観光

地の経営

環境施策はコスト面等から採算性の高い事業と

はなりにくいが、他の事業との複合化によって資源

の有効な活用や新たな付加価値の創出をもたら

し、その効果の連鎖が続くほど事業性も高まるも

のと考えられる。この点において、交通、宿泊、体

験、学習、食、土産品など、多様な観光活動を通

して各種の地域産業と関わりを有する観光は、環

境施策の事業性を高め施策をさらに推進していく

上で重要かつ効果的な役割を果たしうる可能性を

有している。観光の特性を活用して環境施策を総

合的に誘導するための資源循環型観光地経営の

仕組みづくりが必要である。

観光地における環境施策推進の視点

今後、観光地が環境施策の推進を図る場合、観

光的な側面からは次のような視点から相乗効果の

高い施策を検討していくことが重要と考えられる。

①観光地としてのイメージアップ効果

「環境先進地」であることが、観光地としてのイ

メージアップや観光地評価の向上につながる。

②魅力ある風景の創出

休耕田等を活用した「菜の花畑」や自然エネル

ギーを活用した「水車」や「風車」の例のように、環

境施策を観光地の魅力ある風景、環境先進地のシ

ンボル的な景観として活用する。

③スローツーリズムへの転換

省エネルギー・省資源化は、利便性本位の従来

の観光スタイルから、移動や食をはじめ観光体験

のプロセスそのものを楽しむスローツーリズムの視

点からもプラス材料となる。

④ゆったりとした滞在の場づくり

マイカーから公共交通への転換は、地域内での

時間消費や交流の場の増大をもたらし、滞留時間

の長期化や宿泊化の誘導につながり、経済波及効

果も高まる。

⑤環境学習や体験の場への活用

自然エネルギーを活用した施設や観光地として

の環境への取り組みが、見学や環境学習など、魅

力ある観光体験機会の創出につながる。

⑥健康的な食材や土産品・特産品の提供

生ゴミの堆肥化による有機農業の展開の例のよ

うに、環境施策は地域で提供する料理（食）や農産

物の価値を高め、ブランド化にもつながる。

以上のように、今後の観光地の環境施策の推進

にあたっては、観光地の特性に応じた環境施策と

観光事業を複合的に推進し、相乗効果をより高め

る観光地経営の仕組みを構築していくことが必要

である。
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